
1 無償資金協力

返済する必要のない開発資金を途上国に対して供与する協力。開発途上地域のニーズ
に迅速かつ機動的に対応可能な援助であり，「日本再生の基本戦略」（平成23年12月

閣議決定）の目標でもある「世界における日本のプレゼンス（存在感）の強化」実現等に
中心的な役割を果たす政策ツール。新成長戦略への貢献，被災地の復興と世界の防災
への貢献等の新たな政策課題への対応も求められている。

2 事業仕分け・行政事業レビューを受けてのODA事業の改善努力

厳しい経済・財政事情の中で，無償資金協力の効率的な実施は重要課題。平成21年以
降，事業仕分け，行政事業レビューの提言を受けて，開発協力適正会議を含めPDCA

サイクルの強化や事業の効率化に向け各種取組を行ってきた。

平成24年行政事業レビュー説明資料

無償資金協力



《仕分け・行政事業レビューBEFORE》

PDCAサイクルの抜本的強化

無償資金協力実施適正会議

相手国からの要請

閣議決定（無償・有償）
政府間の合意

完成

国際協力局による事後評価

主要な被援助国のみにつ
いての国別援助計画

国際協力局が事後評価を実施。

事前調査
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《仕分け・行政事業レビューAFTER》

事前調査

相手国からの要請

閣議決定（無償・有償）
政府間の合意

完成

 平成23年4月，評価部門を国際協力局
から独立させ，大臣官房にODA評価室
を新設。責任者に外部専門家を登用。

 ODA案件の現状・成果等を公表するた
め，2011年4月，JICAホームページ上に
「ODA見える化サイト」を立ち上げ。

開発協力適正会議

全ての被援助国に対する
国別援助方針の策定

ODA案件の見える化

評価組織の独立

プ
ロ
グ
ラ
ム
・ア
プ
ロ
ー
チ
の
導
入

国際協力局による事後評価

無償資金協力実施適正会議

実施機関（JICA）に
よる個別案件評価

 個別案件事後評価の拡充（JICA実施分）。

 評価結果の事業評価検索データベース
の構築・公開（JICAホームページ）

評価から得られた教訓の個別案件の
計画策定へのフィードバックを徹底
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BEFORE AFTER

無償資金協力実施適正会議 開発協力適正会議

対象 無償資金協力事業のみ
無償資金協力，円借款
（及び技術協力）事業

タイミング
閣議請議直前

（案件形成完了後）
協力準備調査前
（案件形成前）

運営
資料は当日配布
全案件を協議

資料を事前配布
委員間の事前調整により協議対象案件6件程度を選定

公開 非公開
公開

（一般傍聴可能，配布資料は原則公開）

 ODAの質と透明性の向上を図ることを目的とした外部有識者
による会議。

 NGOを含めた経済界，学界，言論界等からの専門家を選定。
荒木 光彌 （国際開発ジャーナル主幹）
市村 泰男 （一般社団法人日本貿易会常務理事）
小川 英治 （一橋大学副学長）
高橋 清貴 （日本ボランティアセンター調査研究担当）
松本 悟 （メコンウォッチ顧問等）
横尾 賢一郎 （一般社団法人日本経団連国際協力本部長）

（五十音順，敬称略）

 平成23年10月に第1回会合を開催して以来，四半期ごとに開
催。本年4月には第4回会合を開催。これまで52件の調査案
件が提示され，うち21件が会合で議論された。
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開発協力適正会議

開発協力適正会議で
出されたコメントに対するフォロー
アップ表（インターネット上で公開）
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財政支援をめぐる援助潮流と貧困削減戦略支援無償

欧州を始めとする主要援助国は，プロジェクト単
位の支援から，被援助国の開発目標達成のため
に必要な資金を直接供与する支援（＝財政支援
）に重点を移している。特に貧困なアフリカ諸国を
中心に，被援助国と援助国が共同で開発目標を
策定し，援助国が目標達成に必要な資金を供与
して被援助国の財政を支援し，被援助国がその
達成に責任を負うとの援助手法が広まっている。

 こうした被援助国においては，被援助国の財政
に対する支援を行わなければ，開発目標の設定
等について十分な発言力を確保できない。こうし
た中で個別のプロジェクト型支援が当該国の開
発のために充分な効果を発揮するためには，開
発目標の策定段階から積極的に関与する必要。

 こうした課題に対応するため，2007年に財政支
援型の支援として，「貧困削減戦略支援無償」を
導入。

国名
供与額
（億円）

支援形態

H23

年度

計 11.0

タンザニア 1.5 セクター支援（地方自治・地方行
政改革）

ガーナ 2.0 セクター支援（保健）

ガーナ 3.5 公共行財政改革支援

サモア 1.0 セクター支援（教育）

ザンビア 3.0 セクター支援（教育）

H22

年度

計 15.1

バングラデシュ 5.0 セクター支援（教育）

タンザニア 4.7 セクター支援（農業・地方自治・地
方行政改革）

ガーナ 3.4 公共行財政改革支援

ガーナ 2.0 セクター支援（保健）

H21

年度

計 3.36

ガーナ 3.36 公共行財政改革支援

H20

年度

計 8.7

タンザニア 5.2 セクター支援（農業・公共財政管
理・地方自治・地方行政改革）

ガーナ 3.5 公共行財政改革支援

H19

年度

計 9.675

タンザニア 6.3 セクター支援（農業・公共財政管
理・地方自治・貧困モニタリング）

ガーナ 3.375 公共行財政改革支援

貧困削減戦略支援無償における支援実績
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■「貧困削減戦略支援無償」の課題

PDCAサイクルの確立には，個別案件ごとに事業目的に照らして適切に評価し，その結果を次のサイクルに生か
すことが求められる。財政支援型の援助についても，達成すべき目標が明確にされ，その達成状況をフォローす
るメカニズムが確保される必要。

■貧困削減戦略支援無償を通じた
我が国の関与

 対象国選定に際し，開発目標が策定されているか，そ
の実施のための中期的な財政・資金計画が構築されて
いるか，相手国におけるプロジェクト型支援が適切に位
置づけられているか，スムーズな援助協調が行われて
いるか等につき確認。

 実施に際して，被援助国及び我が国を含むドナーの間
で，財政支援の枠組みを整備。右枠組みに基づき，ド
ナー会合等の場を通じモニタリング・評価を実施し，我
が国が積極的に参画。

 実施や評価を通じ，我が国の国別援助方針や途上国
側の開発目標の策定・改訂に貢献。

実施モニタリング

評価

途上国の開発
目標策定

一般財政支援等におけるPDCAサイクルのイメージ

貧困削減戦略
支援無償

財政支援をめぐる援助潮流と貧困削減戦略支援無償



■PDCA概念図

■バングラデシュ初等教育分野への我が国の支援実施状況

第6次5か年計画

（2011-2015）

【教育関連の目標】

① 12年生への進級率60％
② 5年次残存率100％達成

等

バングラデシュ政府

第3次初等教育開発
プログラム

目標：質の高い教育の改善普及

（１） 児童の理解度の改善・学力向上
（２） 就学率・修了率向上
（３） 教育格差の是正
（４） 教育に関する地方分権化の促進
（５） プログラム実施運営の効率化

技術面・政策面の支援

資金供与
貧困削減戦略
支援無償

我が国の協力

ボランティア

初等教育アドバイザー

小学校理数科教育強化プ
ロジェクト（フェーズ2）

バングラデシュ向け貧困削減戦略支援無償（教育）のPDCAサイクル

バングラデシュ政府とドナー間の共同計画

先方政府による第3次初等教育開発
プログラムの実施への関与

合同年次レビュー会合
（Joint Annual Review Mission）

 バングラデシュ政府とドナーが年次成果を共同レビュー。

 進捗状況の評価を踏まえ，先方政府とドナーが次年度
計画を見直し。

貧困削減戦略支援無償

資金供与共通取決め
（Joint Financing Arrangement）

資金拠出方法やプログラム実施に係る協議の枠
組み，モニタリング・評価方法，調達方法，監査等
にかかるバングラデシュ政府・ドナー間の取決め。

年次活動計画
（Annual Operational Plan）

ドナーとの協議を踏まえ，バングラ
デシュ政府が年次活動計画を承認。

合同進捗確認会合
（Joint Consultation Meeting）

成果枠組に基づき，年央に進捗や達成状況を
バングラデシュ方政府とドナーが共同で確認。

我が国
の関与

第3次初等教育開発プログラム
（Third Primary Education Development 

Programme:PEDP3）
バングラデシュ政府と９ドナー※が2011年に共同で作成した
5か年計画。成果フレームワーク（達成すべき目標）を設定。
※９ドナー：日本，ＥＵ，イギリス，オーストラリア，スウェーデン，カナダ，国
連児童基金，世界銀行，アジア開発銀行

合同年次会計レビュー
（Annual Fiduciary Review）

バングラデシュ政府作成の会計報告，監査報告等に基づき，バ
ングラデシュ政府とドナーが支出と調達の適正性をレビュー。
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